
黒
字
要
因
の
ひ
と
つ
、
保
険
料
収
入
の

増
加
は
保
険
料
率
引
上
げ
に
よ
る
も
の

　
黒
字
を
も
た
ら
し
た
要
因
の
ひ
と
つ
で
あ
る
収
入
の
増
加
、

と
り
わ
け
そ
の
大
部
分
を
占
め
る
保
険
料
収
入
は
前
年
度
比
２
・

４
６
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
被
保
険
者
数
の
増

加
や
標
準
報
酬
月
額
等
の
上
昇
に
も
起
因
し
て
い
ま
す
が
、
最

大
の
要
因
は
保
険
料
率
の
引
上
げ
と
な
っ
て
い
ま
す
。
保
険
料

率
を
引
き
上
げ
た
健
保
組
合
は
２
０
１
２
年
の
６
０
９
組
合
を

ピ
ー
ク
に
そ
の
後
は
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
２
０
１
５
年
度
に

お
い
て
も
３
１
３
組
合
（
全
健
保
組
合
の
22
・
３
％
）
あ
り
、

そ
の
結
果
、
健
保
組
合
全
体
の
平
均
保
険
料
率
は
千
分
の
90
・

３
５
と
初
め
て
千
分
の
90
を
超
え
、
過
去
最
高
の
保
険
料
率
と

な
り
ま
し
た
。

　
な
お
、
千
分
の
90
以
上
の
保
険
料
率
は
８
３
７
組
合
も
あ
り
、

全
健
保
組
合
の
59
・
６
％
と
約
６
割
に
達
し
て
い
ま
す
。
Ｉ
Ｂ

Ｍ
健
保
組
合
の
千
分
の
80
と
比
べ
る
と
、
他
の
健
保
組
合
の
保

険
料
率
が
い
か
に
高
い
水
準

と
な
っ
て
い
る
か
が
わ
か
り

ま
す
。
前
号
（M

y H
ealth 

89
号
）
で
お
知
ら
せ
し
た
よ

う
に
、
２
０
１
６
年
度
に
つ

い
て
も
予
算
段
階
で
は
あ
り

ま
す
が
、
全
健
保
組
合
の
平

均
保
険
料
率
は
千
分
の
91
・

０
３
と
さ
ら
に
上
昇
す
る
こ

と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
ち
な
み
に
、
全
国
の
中
小

企
業
等
の
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

が
加
入
す
る
協
会
け
ん
ぽ

は
、
全
都
道
府
県
の
平
均
保

険
料
率
が
千
分
の
１
０
０
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
保

険
料
率
以
上
の
健
保
組
合

は
２
９
１
組
合
で
、
全
体
の

20
・
７
％
と
１
／
５
を
超
え
ま
し
た
。

　
黒
字
の
も
う
ひ
と
つ
の
要
因
は
高
齢
者
の
医
療
費
に
充
て
ら

れ
る
納
付
金
（
後
期
高
齢
者
支
援
金
・
前
期
高
齢
者
納
付
金
等
）

が
マ
イ
ナ
ス
０・１
６
％
と
、
わ
ず
か
で
す
が
減
少
し
た
こ
と
で

す
。
た
だ
、
実
際
に
拠
出
し
た
２
０
１
５
年
度
の
納
付
金
は
増

加
し
て
い
ま
す
が
、
２
０
１
３
年
度
の
精
算
に
よ
る
戻
り
が
１
、

０
０
０
億
円
以
上
あ
っ
た
た
め
、
納
付
金
全
体
と
し
て
は
微
減

と
な
っ
た
も
の
で
す
。
こ
れ
は
、
多
く
の
健
保
組
合
が
Ｉ
Ｂ
Ｍ

健
保
組
合
と
同
様
の
傾
向
に
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
た
だ
一
方
、
法
定
給
付
費
を
見
る
と
、
前
年
度
か
ら
３
・

２
１
％
の
増
加
、
加
入
者
一
人
当
た
り
で
は
３・
４
５
％
の

伸
び
と
な
っ
て
い
ま
す
。
推
移
を
見
て
も
わ
か
る
よ
う
に
、

けんぽ

と ぴ っ く す

健保組合全体の平均保険料率、
初めて90／1000を突破
■２年連続の黒字となるも、保険料率は過去最高に
■納付金が微減となる一方で、大きく伸びる法定給付費（医療費）
2015年度の全健保組合の決算状況が健保連（健康保険組合連合会）から発表されました。それによると、経常収支で2
年連続の黒字を計上したものの、健保組合全体の平均保険料率は過去最高となりました。また、赤字組合の割合もほぼ
半数に上り、厳しい状況は依然として変わっていないといえます。

～ 2015 年度決算状況（見込）まとまる～

伸
び
率
が
大
き
く
な
る
法
定
給
付
費
、

２
０
１
７
年
度
に
急
増
が
確
実
な

支
援
金
な
ど
、
懸
念
材
料
は
山
積

（億円）

（年度）

（年度）

8,000

6,000

4,000

2,000

0

－2,000

－4,000

－6,000

－8,000

（組合数）
800

600

400

200

0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

109

600

－3,189

－5,234
－4,156 －3,497 －2,973

－1,154
634 1,278

212 228

417
570 609 565

387 313

料率引上げ組合数

経常収支差引額

（‰）
95

90

85

80

75

70

0.0
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

73.08 73.80
74.50

76.72

79.87 80.00

83.43

86.74

88.82
90.35

IBM健保組合の
保険料率

（注）2007 ～ 2014 年度までは決算、2015 年度は決算見込の数値

（注）2007 ～ 2014 年度までは決算、2015 年度は決算見込の数値

経常収支状況と保険料率引上げ健保組合数の推移

全健保組合の平均保険料率の推移
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２
０
１
３
年
度
ま
で
下
が
っ
て
い
た
伸
び
率
が
２
０
１
４
年
度

か
ら
上
昇
に
転
じ
、
２
０
１
５
年
度
に
は
さ
ら
に
大
き
く
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
の
要
因
の
ひ
と
つ
と
し
て
、
高
額
な
医
薬
品
へ

の
保
険
適
用
な
ど
が
行
わ
れ
た
た
め
、
そ
れ
に
よ
る
調
剤
医
療

費
の
伸
び
が
影
響
し
た
も
の
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
に
つ
い
て
は
今
後
も
精
算
に
よ

る
戻
り
が
期
待
で
き
る
わ
け
で
は
な
く
、
高
齢
化
の
一
層
の
進

展
に
よ
る
75
歳
以
上
人
口
の
増
加
に
伴
い
支
援
金
全
体
は
毎
年

増
え
続
け
て
い
く
こ
と
が
確
実
で
す
。
さ
ら
に
、
２
０
１
７

年
度
に
は
支
援
金
の
算
定
に
か
か
る
総
報
酬
割
部
分
が
全
面

（
１
０
０
％
）
と
な
り
、
健
保
組
合
は
協
会
け
ん
ぽ
に
比
べ
被
保

険
者
の
報
酬
（
給
与
・
賞
与
等
）
の
高
い
組
合
が
多
い
た
め
、

支
援
金
の
さ
ら
な
る
負
担
増
に
つ
な
が
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て

い
ま
す
。
ち
な
み
に
、
健
保
組
合
全
体
で
は
、
実
に
８
０
０
億

円
も
の
増
加
と
な
る
こ
と
が
試
算
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
そ

の
中
に
は
、
わ
た
し
た
ち
Ｉ
Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
の
負
担
増
分
も
含

ま
れ
て
い
る
の
で
す
。　総務省統計局が「敬老の日」にちなんでまとめた「統計からみ

た我が国の高齢者」によると、2016 年 9 月15 日現在の推計で
65 歳以上の高齢者は 3,461 万人、日本の総人口に占める割合
は 27.3%と、過去最高となりました。このうち、後期高齢者に
該当する75 歳以上はほぼ半数にあたる1,697 万人で、前年から
59 万人も増加しています。総人口の 13.4% に相当し、実に 7.5
人に 1 人が 75 歳以上という、まさに “ 超高齢社会 ” の到来を実
感させます。

～75歳以上は7.5 人に 1人～

総人口に占める高齢者（65歳以上）の
割合は27.3%と過去最高に

総報酬割の拡大による
全健保組合の後期高齢者支援金の増加額

全健保組合加入者一人当たり法定給付費の伸び率の推移
（%）
4.5

4

3.5

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0

※厚生労働省試算に基づく（2014.10.6 医療保険部会）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

2014年度
加
入
者
割

総
報
酬
割

1/3

2015年度 1/2

2016年度 2/3

2017年度 全面 800億円増加

（年度）

2.99
3.33

4.40

2.79

1.97

1.13

2.10

3.45

350億円増加

350億円増加

　改定率は全体で＋0.28%、主な改定項目などは次のとおりで
す。なお、療養費適正化のための制度見直しは今回行われず、
金額の改定のみとなりました。

骨折・不全骨折・脱臼の場合
・整復料および固定料

従来の金額を500円～2,500円引き上げ、2,300円～11,500
円に（部位によって異なる）

・後療料（再診料）
従来の金額を 150 円～ 240 円引き上げ、680 円～ 1,090 円
に（部位によって異なる）

・技術料（施術料）
従来の金額を 10 円～ 30 円引き上げ、285 円～ 1,520 円に（施
術によって異なる）

・往療料
往療距離加算　800 円（従来）➡ 770 円（10 月から）※引下げ

（注）いずれも患者負担額は上記の原則 3 割

※ 冷罨法：止血や消炎・鎮痛等のために冷湿布または水枕・氷嚢等に
よって体温を下げる方法。

～あん摩やはり・きゅう、
　マッサージ等を受けた際の療養費も～

10
月
か
ら

整（接）骨院にかかった際の
柔道整復療養費が一部改定されました

柔道整復療養費

あん摩マッサージ指圧、はり・きゅう療養費

従来 10月から
初検料（初診料） 1,450 円 ➡ 1,460 円

冷罨法料 80 円 ➡ 85 円

高齢者人口および割合の推移
（万人）

（年）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（%）
30

25

20

15

10

5

0
2000 2005 2010 2015 2016

27.3％

13.4％

1,697万人

3,461万人

65歳以上

65歳以上

75歳以上
（再掲）

（再掲）
75歳以上
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